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(57)【要約】
【課題】　上側増幅ばねと下側増幅ばねの上下方向の長
さを確保しつつ、装置全体の高さを低減できる振動式搬
送装置を提供する。
【解決手段】　振動式搬送装置１０は、防振ばねによっ
て支持された基準質量体１１と、基準質量体の上方に配
置された上側質量体１２Ａと、基準質量体の下方に配置
された下側質量体１２Ｂと、基準質量体と上側質量体を
接続する上側部分１３ａｕ，１３ｂｕと上側増幅ばね１
４ａ，１４ｂと、基準質量体と下側質量体を接続する下
側部分１３ａｄ，１３ｂｄと下側増幅ばね１５ａ，１５
ｂと、基準質量体と上側質量体の間及び基準質量体と下
側質量体の間の双方に加振力を与える加振装置１３ａ，
１３ｂとを有し、上側部分と上側増幅ばねは基準質量体
の上側に配置され、搬送方向に配列されているとともに
、下側部分と下側増幅ばねは基準質量体の下側に配置さ
れ、搬送方向に配列されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　搬送方向に向いた板ばねを備えた一対の防振ばねと、
　前記一対の防振ばねによって支持され、前記一対の防振ばねのそれぞれが前記搬送方向
の前後位置で弾性接続された基準質量体と、
　前記基準質量体の上方に配置された上側質量体と、
　前記基準質量体の下方に配置された下側質量体と、
　前記搬送方向の前後位置で前記基準質量体から上方へそれぞれ突出し、前記搬送方向に
向いた板ばねを含む一対の上側部分と、
　前記搬送方向の前後位置で前記上側質量体にそれぞれ弾性接続され、前記搬送方向に向
いた板ばねからなる一対の上側増幅ばねと、
　前記搬送方向の前後位置で前記基準質量体から下方へそれぞれ突出し、前記搬送方向に
向いた板ばねを含む一対の下側部分と、
　前記搬送方向の前後位置で前記下側質量体にそれぞれ弾性接続され、前記搬送方向に向
いた板ばねからなる一対の下側増幅ばねと、
　前記基準質量体と前記上側質量体の間、及び、前記基準質量体と前記下側質量体の間の
双方に加振力を与え、前記上側質量体と前記下側質量体を同位相で振動させるとともに、
前記上側質量体と前記下側質量体の振動に対して前記基準質量体を逆位相で振動させる加
振装置と、
を具備し、
　前記上側質量体と前記下側質量体の少なくともいずれか一方に搬送物を搬送する搬送路
が設けられ、
　前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ばねはそれぞれ搬送方向に配列されるととも
に、前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ばねはそれぞれ搬送方向に配列され、
　前記基準質量体と前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ばねと前記上側質量体とが
順次接続されるとともに、前記基準質量体と前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ば
ねと前記下側質量体とが順次接続される
ことを特徴とする振動式搬送装置。
【請求項２】
　前記基準質量体の上側に前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ばねと前記上側質量
体が配置され、前記基準質量体の下側に前記前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ば
ねと前記下側質量体が配置されることを特徴とする請求項１に記載の振動式搬送装置。
【請求項３】
　前記基準質量体と前記一対の上側部分、及び、前記一対の上側部分と前記一対の上側増
幅ばね、前記一対の上側増幅ばねと前記上側質量体、前記基準質量体と前記一対の下側部
分、前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ばね、前記一対の下側増幅ばねと前記下側
質量体は、それぞれ搬送方向に対して直交する幅方向の中央を対称軸として幅方向に対称
に接続されることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の振動式搬送装置。
【請求項４】
　前記加振装置は、前記一対の上側部分の少なくとも一方を構成する上側圧電駆動部と、
前記一対の下側部分の少なくとも一方を構成する下側圧電駆動部とを有することを特徴と
する請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載の振動式搬送装置。
【請求項５】
　前記加振装置は、前記上側圧電駆動部と前記下側圧電駆動部とが一体形成されており、
前記上側圧電駆動部と前記下側圧電駆動部の間の中間部が前記基準質量体に連結されてお
り、板面が前記搬送方向に向いた板状であり、全体として一体に撓み変形するように構成
された圧電駆動体を有することを特徴とする請求項４に記載の振動式搬送装置。
【請求項６】
　前記搬送路は前記上側質量体に設けられることを特徴とする請求項１から請求項５まで
のいずれか１項に記載の振動式搬送装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は振動式搬送装置に関する。特に、直線状に部品を搬送する搬送装置、いわゆる
リニアパーツフィーダ（Ｌｉｎｅａｒ　Ｐａｒｔｓ　Ｆｅｅｄｅｒ）に好適な機構に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、上側質量体と基準質量体と下側質量体とを上下方向に配置して、圧電駆動体
によって、上下に位置する上側質量体と下側質量体を同位相で振動させるとともに、その
逆位相で真ん中の基準質量体を振動させて、上側質量体に設けられた搬送体の搬送路に沿
って搬送物を搬送する振動式搬送装置が考案されている。この振動式搬送装置は上側質量
体と下側質量体の振動による反力を基準質量体の振動によって相殺又は減殺するようにな
っているとともに、上側質量体と基準質量体によって生じる回転モーメントと、基準質量
体と下側質量体によって生じる回転モーメントとを相殺又は減殺するようになっている。
これにより、装置から設置面へ漏洩する振動を低減できるとともに、装置のピッチング、
すなわち、搬送方向に対して直交する左右方向の軸線周りの振動を低減できる。例えば、
特許文献１と特許文献２に記載されている。
【０００３】
　特許文献１に記載された振動式搬送装置は、基準質量体と上側圧電駆動部と上側増幅ば
ねと上側質量体とが順次接続されるとともに、基準質量体と下側圧電駆動部と下側増幅ば
ねと下側質量体とが順次接続される。このうち、上側増幅ばねと下側増幅ばねは上側圧電
駆動部と下側圧電駆動部の変形量をそれぞれ増幅するためのものである。この場合におい
て、上側圧電駆動部と上側増幅ばねが上下方向に配列されるとともに、下側圧電駆動部と
下側増幅ばねが上下方向に配列される。なお、上側圧電駆動部と下側圧電駆動部は一体形
成されており、１つの圧電駆動体の上側部分と下側部分とにそれぞれ相当する。
【０００４】
　図７は特許文献２に記載された振動式搬送装置の一部分解斜視図である。図７に示すよ
うに、特許文献２に記載された振動式搬送装置は、基準質量体１と下側圧電駆動部３ａｄ
と上側増幅ばね４ａと上側質量体２Ａとが順次接続されるとともに、基準質量体１と上側
圧電駆動部３ａｕと下側増幅ばね５ａと下側質量体２Ｂとが順次接続される。この状態に
おいて、下側圧電駆動部３ａｄと上側増幅ばね４ａは上下方向に対して直交する搬送方向
に配列されるとともに、上側圧電駆動部３ａｕと下側増幅ばね５ａは搬送方向に配列され
る。このため、上側質量体２Ａと基準質量体１と下側質量体２Ｂとにおける上下方向の間
隔を狭めることができ、装置全体の高さを低減できる。
【０００５】
　ここで、下側圧電駆動部３ａｄと上側圧電駆動部３ａｕは一体形成されており、１つの
圧電駆動体３ａの下側部分と上側部分とにそれぞれ相当する。上側増幅ばね４ａと下側増
幅ばね５ａとは上下方向に対して直交する幅方向（左右方向）に互いに配列されていると
ともに、それぞれ圧電駆動体３ａに対して搬送方向に配列されている。この状態において
、下側増幅ばね５ａが圧電駆動体３ａの左上部分に接続するとともに、上側増幅ばね４ａ
が圧電駆動体３ａの右下部分に接続する。これにより、装置全体をコンパクトに構成でき
る。なお、圧電駆動体３ａの中間部分は基準質量体１と接続する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第５４６０９０３号公報
【特許文献２】特許第５６８４８８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００７】
　特許文献１に記載された振動式搬送装置は、上側圧電駆動部と上側増幅ばねが上下方向
に配列されるとともに、下側圧電駆動部と下側増幅ばねが上下方向に配列されるので、装
置全体の高さが大きくなり、装置が不安定になるという問題がある。
【０００８】
　特許文献２に記載された振動式搬送装置は、上側圧電駆動部３ａｕと下側増幅ばね５ａ
が搬送方向に配列されるとともに、下側圧電駆動部３ａｄと上側増幅ばね４ａが搬送方向
に配列されるので、装置全体の高さを低減できる。しかしながら、上側圧電駆動部３ａｕ
が下側増幅ばね５ａを介して下側質量体２Ｂに接続されるとともに、下側圧電駆動部３ａ
ｄが上側増幅ばね４ａを介して上側質量体２Ａに接続されるので、特許文献１とは接続態
様が異なる。また、図７に示すように、特許文献２に記載された振動式搬送装置は、下側
増幅ばね５ａが圧電駆動体３ａの左上部分に接続するとともに、上側増幅ばね４ａが圧電
駆動体３ａの右下部分に接続するので、下側増幅ばね５ａと上側増幅ばね４ａの圧電駆動
体３ａに対する接続が複雑であり、圧電駆動体３ａがねじれる方向に振動して、装置が首
振り、つまり、上下方向の軸線周りに振動するおそれがあるという問題がある。この首振
りは搬送体（上側質量体２Ａ）の全体に亘って搬送速度が不均一になったり、搬送物の姿
勢が乱れたりすることを引き起こす。
【０００９】
　そこで、本発明は上記問題点を解決するものであり、その課題は、上側圧電駆動部が上
側増幅ばねを介して上側質量体に接続されるとともに、下側圧電駆動部が下側増幅ばねを
介して下側質量体に接続される振動式搬送装置において、上側増幅ばねと下側増幅ばねの
上下方向の長さを確保しつつ、装置全体の高さを低減できる振動式搬送装置を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するための本発明の振動式搬送装置は、搬送方向に向いた板ばねを備え
た一対の防振ばねと、前記一対の防振ばねによって支持され、前記一対の防振ばねのそれ
ぞれが前記搬送方向の前後位置で弾性接続された基準質量体と、前記基準質量体の上方に
配置された上側質量体と、前記基準質量体の下方に配置された下側質量体と、前記搬送方
向の前後位置で前記基準質量体から上方へそれぞれ突出し、前記搬送方向に向いた板ばね
を含む一対の上側部分と、前記搬送方向の前後位置で前記上側質量体にそれぞれ弾性接続
され、前記搬送方向に向いた板ばねからなる一対の上側増幅ばねと、前記搬送方向の前後
位置で前記基準質量体から下方へそれぞれ突出し、前記搬送方向に向いた板ばねを含む一
対の下側部分と、前記搬送方向の前後位置で前記下側質量体にそれぞれ弾性接続され、前
記搬送方向に向いた板ばねからなる一対の下側増幅ばねと、前記基準質量体と前記上側質
量体の間、及び、前記基準質量体と前記下側質量体の間の双方に加振力を与え、前記上側
質量体と前記下側質量体を同位相で振動させるとともに、前記上側質量体と前記下側質量
体の振動に対して前記基準質量体を逆位相で振動させる加振装置と、を具備し、前記上側
質量体と前記下側質量体の少なくともいずれか一方に搬送物を搬送する搬送路が設けられ
、前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ばねはそれぞれ搬送方向に配列されるととも
に、前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ばねはそれぞれ搬送方向に配列され、前記
基準質量体と前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ばねと前記上側質量体とが順次接
続されるとともに、前記基準質量体と前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ばねと前
記下側質量体とが順次接続されることを特徴とする。
【００１１】
　この発明によれば、前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ばねはそれぞれ搬送方向
に配列されるとともに、前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ばねはそれぞれ搬送方
向に配列され、前記基準質量体と前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ばねと前記上
側質量体とが順次接続されるとともに、前記基準質量体と前記一対の下側部分と前記一対
の下側増幅ばねと前記下側質量体とが順次接続される。これにより、前記一対の上側部分
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と前記一対の上側増幅ばねがそれぞれ上下方向に配列されるとともに、前記一対の下側部
分と前記一対の下側増幅ばねがそれぞれ上下方向に配列される場合に比べて、前記一対の
上側増幅ばねと前記一対の下側増幅ばねとの上下方向の長さを確保しつつ、装置全体の高
さを低減できる。
【００１２】
　本発明において、前記基準質量体の上側に前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ば
ねと前記上側質量体が配置され、前記基準質量体の下側に前記一対の下側部分と前記一対
の下側増幅ばねと前記下側質量体が配置されることが好ましい。この発明によれば、前記
上側質量体の加振機構と前記下側質量体の加振機構とが基準質量体を挟んで上下に分離さ
れるので、前記一対の上側部分と前記一対の上側増幅ばねと前記上側質量体の接続構造と
、前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ばねと前記下側質量体の接続構造とをそれぞ
れ複雑にすることなく、単純化できる。
【００１３】
　本発明において、前記基準質量体と前記一対の上側部分、及び、前記一対の上側部分と
前記一対の上側増幅ばね、前記一対の上側増幅ばねと前記上側質量体、前記基準質量体と
前記一対の下側部分、前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ばね、前記一対の下側増
幅ばねと前記下側質量体は、それぞれ搬送方向に対して直交する幅方向の中央を対称軸と
して幅方向に対称に接続されることが好ましい。この発明によれば、搬送方向に対して直
交する幅方向の中央を対称軸として幅方向に対称に各部材が接続されるので、前記一対の
上側部分と前記一対の上側増幅ばねと前記一対の下側部分と前記一対の下側増幅ばねとが
それぞれねじれる方向に振動することを抑制できる。
【００１４】
　本発明において、前記加振装置は、前記一対の上側部分の少なくとも一方を構成する上
側圧電駆動部と、前記一対の下側部分の少なくとも一方を構成する下側圧電駆動部とを有
することが好ましい。この場合において、前記一対の上側部分の両方が圧電駆動部で構成
されていることが望ましい。また、前記一対の下側部分の両方が圧電駆動部で構成されて
いることが望ましい。
【００１５】
　本発明において、前記加振装置は、前記上側圧電駆動部と前記下側圧電駆動部とが一体
形成されており、前記上側圧電駆動部と前記下側圧電駆動部の間の中間部が前記基準質量
体に接続されており、板面が前記搬送方向に向いた板状であり、全体として一体に撓み変
形するように構成された圧電駆動体を有することが好ましい。
【００１６】
　この発明によれば、一体形成された圧電駆動体のうち前記上側圧電駆動部が前記上側質
量体を加振し、前記下側圧電駆動部が前記下側質量体を加振するので、前記上側質量体と
前記下側質量体とを容易かつ確実に同位相で振動させることができる。また、一体の圧電
駆動体で前記上側質量体と前記下側質量体を加振できるため、装置全体の高さを低減でき
、装置をコンパクトに構成できる。ここで、前記搬送方向の前後位置の双方で前記上側部
分と前記下側部分が上記圧電駆動体で構成されていることが望ましい。この場合には、前
記搬送方向の前後位置の上記圧電駆動体は相互に同位相で駆動される。
【００１７】
　本発明において、前記搬送路は前記上側質量体に設けられることが好ましい。この発明
によれば、前記搬送路が前記上側質量体に設けられるので、搬送物の取り扱いが容易にな
る。なお、前記搬送路が前記下側質量体に設けられてもよいし、前記上側質量体と前記下
側質量体の両方に設けられてもよいし、前記基準質量体に設けられていてもよい。
【発明の効果】
【００１８】
　以上、説明したように本発明によれば、上側増幅ばねと下側増幅ばねの長さを確報しつ
つ、装置全体の高さの低減できるという優れた効果を奏し得る。
【図面の簡単な説明】



(6) JP 2017-19628 A 2017.1.26

10

20

30

40

50

【００１９】
【図１】本発明に係る実施形態の振動式搬送装置の左側面図である。
【図２】本実施形態の圧電駆動体の正面図である。
【図３】本実施形態の上側増幅ばねの正面図（ａ）と下側増幅ばねの正面図（ｂ）である
。
【図４】本実施形態の圧電駆動体と上側増幅ばねと下側増幅ばねとの分解斜視図である。
【図５】本実施形態の圧電駆動体と上側増幅ばねと下側増幅ばねとの接続状態を示す斜視
図である。
【図６】本実施形態の振動式搬送装置と、従来の振動式搬送装置との共振周波数を対比し
たグラフである。
【図７】従来の振動式搬送装置の一部分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明に係る実施形態の振動式搬送装置について詳細に説明する。図１は本発明
に係る実施形態の振動式搬送装置の左側面図である。図１において、矢印Ｕで示す方向を
上側とし（紙面の上側）、矢印Ｄで示す方向を下側とし（紙面の下側）、矢印Ｆで示す方
向を前側とし（紙面に対して向かって左側）、矢印Ｂで示す方向を後側とする（紙面に対
して向かって右側）。これら上側と下側と前側と後側は相対的な位置関係を示すものであ
り、重力方向に対する絶対的な位置関係を示すものではない。
【００２１】
　図１に示すように、本実施形態の振動式搬送装置１０は、基準質量体１１と、この基準
質量体１１の上側に配置される上側質量体１２Ａと、基準質量体１１の下側に配置される
下側質量体１２Ｂとを有する。つまり、上側質量体１２Ａと下側質量体１２Ｂが基準質量
体１１の上下両側に配置されており、これら上側質量体１２Ａと基準質量体１１と下側質
量体１２Ｂとが上側から下側に向かって上下方向に順次配置されている。これにより、基
準質量体１１の重心位置と、上側質量体１２Ａ及び下側質量体１２Ｂの合計の重心位置と
、の上下方向のずれを容易に低減できる。なお、基準質量体１１の重心位置と、上側質量
体１２Ａ及び下側質量体１２Ｂを合わせた重心位置と、が一致するように設計することが
好ましい。
【００２２】
　基準質量体１１は中央に配置された膨張部１１ｘと、膨張部１１ｘの前後両側に設けら
れた連結部１１ａ，１１ｂとを有する。膨張部１１ｘは上下方向に幅広に形成されている
。連結部１１ａ，１１ｂは膨張部１１ｘより上下方向に幅狭に形成されており、膨張部１
１ｘの上下方向中央部から前側と後側とにそれぞれ突出している。基準質量体１１の重心
位置は、前後位置にある連結部１１ａ，１１ｂを結ぶ直線上に配置されるように設計する
ことが望ましい。
【００２３】
　上側質量体１２Ａの下側部分は側面から見てＵ字状に形成されており、中央部が上側に
凹んでいる。下側質量体１２Ｂは側面から見てＵ字状に形成されており、中央部が下側に
凹んでいる。上側質量体１２Ａと基準質量体１１と下側質量体１２Ｂとが上下方向に配列
された状態では、上側質量体１２Ａの凹部の中に基準質量体１１における膨張部１１ｘの
上側部分が収容され、下側質量体１２Ｂの凹部の中に基準質量体１１における膨張部１１
ｘの下側部分が収容される。これにより、装置全体の高さが低減される。
【００２４】
　上側質量体１２Ａの上側部分には搬送体２０が設けられている。この搬送体２０は前後
方向に伸びる図示しない搬送路が形成されており、この搬送路に沿って電子部品等の搬送
物を後側から前側へ搬送するように構成されている。これにより、搬送物の取り扱いや搬
送態様の調整を容易にできる。この場合、上側質量体１２Ａは搬送体２０を含めた質量を
有する慣性体として作用する。振動式搬送装置１０は矢印Ｆと矢印Ｂの両方で示す前後方
向が矢印Ｐで示す搬送方向となっている。
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【００２５】
　図２は本実施形態の圧電駆動体の正面図である。図２に示すように、振動式搬送装置１
０には加振装置として圧電駆動体１３ａ，１３ｂが設けられている。この圧電駆動体１３
ａ，１３ｂは、一方向に伸びる略矩形状であり、長手方向が上下方向となるように振動式
搬送装置１０の前側と後側とにそれぞれ配置されている。この圧電駆動体１３ａ，１３ｂ
はシム板と呼ばれる金属製の弾性基板１３Ｓと、この弾性基板１３Ｓの表裏両面に貼付（
積層）された圧電体（圧電層）１３Ｐとを有する。つまり、この圧電駆動体１３ａ，１３
ｂは２枚の圧電素子を張り合わせてなるバイモルフ（ｂｉｍｏｌｆ）である。圧電体１３
Ｐは弾性基板１３Ｓの長手方向中央（上下方向中央）に配置されている。圧電体１３Ｐの
幅方向両側に弾性基板１３Ｓの一部が張り出しており、この張り出し部分に貫通孔１３ｈ
ｃ，１３ｈｃがそれぞれ形成されている。換言すると、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの長手
方向中央には２つの貫通孔１３ｈｃ，１３ｈｃが圧電体１３Ｐを挟んで形成されている。
これにより、圧電体１３Ｐを避けて、基準質量体１１やスペーサ１７ａ，１７ｂを圧電駆
動体１３ａ，１３ｂに接続できる。
【００２６】
　また、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの長手方向の両端部、つまり上端部と下端部はそれぞ
れ圧電駆動体１３ａ，１３ｂの長手方向に対して直交する幅方向両側に張り出しており、
これら上端部と下端部とにはそれぞれ３つの貫通孔１３ｈｕ，１３ｈｕ，１３ｈｕ（１３
ｈｄ，１３ｈｄ，１３ｈｄ）が形成されている。これら３つの貫通孔は圧電駆動体１３ａ
，１３ｂの幅方向に互いに所定間隔を開けて一列に配列されている。これら３つの貫通孔
のうち、真ん中の貫通孔１３ｈｕ（１３ｈｄ）は圧電駆動体１３ａ，１３ｂの幅方向中央
に位置し、両側の貫通孔１３ｈｕ，１３ｈｕ（１３ｈｄ，１３ｈｄ）は幅方向両側の張り
出し部にそれぞれ位置する。なお、これら貫通孔１３ｈｕ，１３ｈｃ，１３ｈｄは全て平
面視円形の丸孔である。
【００２７】
　この圧電駆動体１３ａ，１３ｂは上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部
１３ａｄ，１３ｂｄとを有する。上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕは圧電駆動体１３ａ
，１３ｂの長手方向中央（上下方向中央）から上側の部分であり、下側圧電駆動部１３ａ
ｄ，１３ｂｄは圧電駆動体１３ａ，１３ｂの長手方向中央（上下方向中央）から下側の部
分である。これら上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂ
ｄは上記上側部分と上記下側部分にそれぞれ相当する。本実施形態では上側圧電駆動部１
３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄが一体形成されている。これによ
り、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄとが均一か
つ一体に撓み変形するようになっている。
【００２８】
　上記圧電駆動体１３ａ，１３ｂは、圧電体１３Ｐに電圧を印加すると、電圧に応じて圧
電体１３Ｐが変形し、これによって弾性基板１３Ｓは長さ方向（上下方向）に撓むように
構成される。このため、所定周波数の交番電圧を印加することにより、圧電駆動体１３ａ
，１３ｂは、交互に逆方向に撓み変形することで振動する。この振動は、後述する上側増
幅ばね１４ａ，１４ｂや下側増幅ばね１５ａ，１５ｂを介して基準質量体１１を基準とし
て上側質量体１２Ａと下側質量体１２Ｂに搬送方向にほぼ沿った振動を生じさせる。
【００２９】
　このとき、搬送方向の前後位置に取り付けられた圧電駆動体１３ａ，１３ｂは共に振動
方向に同位相で撓み変形し、それぞれの上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆
動部１３ａｄ，１３ｂｄも搬送方向に同位相で変形する。このため、基準質量体１１に対
して上側質量体１２Ａと下側質量体１２Ｂも搬送方向に同位相で振動する。このとき、基
準質量体１１は、上側質量体１２Ａ及び下側質量体１２Ｂとは逆位相で振動して、上側質
量体１２Ａと下側質量体１２Ｂの振動による反力を打ち消すようになっている。
【００３０】
　ここで、この圧電駆動体１３ａ，１３ｂは、長手方向中央を対象軸として長手方向に対
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称に形成されているとともに、幅方向中央を対称軸として幅方向にも対称に形成されてい
る。これにより、上側質量体１２Ａと下側質量体１２Ｂの双方に対して均等な同位相の加
振力を与えることができる。
【００３１】
　図３（ａ）は本実施形態の上側増幅ばねの正面図である。図３（ｂ）は本実施形態の下
側増幅ばねの正面図である。振動式搬送装置１０の前側と後側とには上記圧電駆動体１３
ａ，１３ｂの振動を増幅する上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂ
とがそれぞれ設けられている。図３（ａ）と図３（ｂ）に示すように、上側増幅ばね１４
ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとはそれぞれ正面から見て略矩形状である。上
側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとの幅方向（左右方向）の長さ
は同一又は略同一であり、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂと
の幅方向に対して直交する上下方向の長さは同一又は略同一である。
【００３２】
　この上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端部と、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部と
には、幅方向中央に凹部１４ａｓ，１４ｂｓ（１５ａｓ，１５ｂｓ）がそれぞれ形成され
ている。これら凹部は基準質量体１１の連結部１１ａ，１１ｂを避けるためのものである
。上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂは上下方向に所定間隔を開
けて上下にそれぞれ配置されている。このとき、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの凹部１４
ａｓ，１４ｂｓと、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの凹部１５ａｓ，１５ｂｓとは上下方向
に対向している。
【００３３】
　図３（ａ）に示すように、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの上端部には３つの貫通孔１４
ｈｕ，１４ｈｕ，１４ｈｕが形成されており、これら３つの貫通孔は互いに所定間隔を開
けて幅方向に一列に配列されている。このうち、真ん中の貫通孔１４ｈｕは幅方向中央に
位置し、両側の貫通孔１４ｈｕ，１４ｈｕは幅方向両側にそれぞれ位置する。また、上側
増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端部には２つの貫通孔１４ｈｄ，１４ｈｄが形成されており
、これら２つの貫通孔は上記凹部１４ａｓ，１４ｂｓを挟むように幅方向両側にそれぞれ
位置する。上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの上端部と下端部とにある貫通孔は全て平面視円
形の丸孔である。
【００３４】
　同様に、図３（ｂ）に示すように、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの下端部には３つの貫
通孔１５ｈｄ，１５ｈｄ，１５ｈｄが形成されており、これら３つの貫通孔は互いに所定
間隔を開けて幅方向に一列に配列されている。このうち、真ん中の貫通孔１５ｈｄは幅方
向中央に位置し、両側の貫通孔１５ｈｄ，１５ｈｄは幅方向両側にそれぞれ位置する。ま
た、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部には２つの貫通孔１５ｈｕ，１５ｈｕが形成さ
れており、これら２つの貫通孔は上記凹部１５ａｓ，１５ｂｓを挟むように幅方向両側に
それぞれ位置する。下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの下端部と上端部とにある貫通孔は全て
平面視円形の丸孔である。このため、これら上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね
１５ａ，１５ｂは、それぞれ幅方向中央を対称軸として幅方向に対称に形成されている。
【００３５】
　図１に示すように、上記基準質量体１１は前側と後側とに防振ばね１６ａ，１６ｂがそ
れぞれ接続されており、これら防振ばね１６ａ，１６ｂの下端部は基台１９に接続されて
いる。この基台１９は設置面上に配置されている。これにより、基準質量体１１は前側と
後側とで防振ばね１６ａ，１６ｂによって下方から支持されている。
【００３６】
　また、基準質量体１１と上側質量体１２Ａは前側と後側とで上側圧電駆動部１３ａｕ，
１３ｂｕと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂとを介して接続されている。このため、上側質量
体１２Ａは前側と後側とで上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと上側増幅ばね１４ａ，１
４ｂとによって下方から支持されている。
【００３７】
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　さらに、基準質量体１１と下側質量体１２Ｂは前側と後側とで下側圧電駆動部１３ａｄ
，１３ｂｄと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとを介して接続されている。このため、下側質
量体１２Ｂは前側と後側とで下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄと下側増幅ばね１５ａ，
１５ｂとによって上方から吊り下げられている。
【００３８】
　ここで、上記上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄ
とは板状であり、上記上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂと防振
ばね１６ａ，１６ａとは板ばねである。これら上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側
圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１
５ｂと防振ばね１６ａ，１６ｂとは全て板面が撓み変形可能に構成されているとともに、
全て板面が前後方向（搬送方向）に向いている。このため、これら上側圧電駆動部１３ａ
ｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側
増幅ばね１５ａ，１５ｂと防振ばね１６ａ，１６ｂとは全て搬送方向に撓み変形可能に構
成されている。
【００３９】
　図１に示すように、ボルトや座金やスペーサ等の連結部材が圧電駆動体１３ａ，１３ｂ
の長手方向中央（上下方向中央）の貫通孔１３ｈｃ，１３ｈｃに挿通されてから基準質量
体１１の連結部１１ａ，１１ｂにねじ込まれている。このため、基準質量体１１の連結部
１１ａ，１１ｂと圧電駆動体１３ａ，１３ｂとがそれぞれ接続されている。言い換えると
、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの長手方向中央には、前後方向内側に基準質量体１１が接続
されている。この状態において、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕは基準質量体１１か
ら上方へ伸びており、下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄは基準質量体１１から下方へ伸
びている。
【００４０】
　これに対して、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの長手方向中央（上下方向中央）には前後方
向外側（搬送方向外側）にスペーサ１７ａ，１７ｂが接続されている。これらスペーサ１
７ａ，１７ｂの前後方向外側に、つまり、これらスペーサ１７ａ，１７ｂの基準質量体１
１に対して反対側の端部に、防振ばね１６ａ，１６ｂがそれぞれ接続されている。これら
防振ばね１６ａ，１６ｂはスペーサ１７ａ，１７ｂと基台１９とを接続している。したが
って、これら防振ばね１６ａ，１６ｂは圧電駆動体１３ａ，１３ｂよりも搬送方向外側に
配置されている。このため、振動式搬送装置１０の主要振動系全体の安定性が向上する。
【００４１】
　図４は本実施形態の圧電駆動体と上側増幅ばねと下側増幅ばねとの分解斜視図である。
図５は本実施形態の圧電駆動体と上側増幅ばねと下側増幅ばねとの接続状態を示す斜視図
である。図４と図５に示すように、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上端部にある貫通孔１３
ｈｕ，１３ｈｕ，１３ｈｕと、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの上端部にある貫通孔１４ｈ
ｕ，１４ｈｕ，１４ｈｕとに図示しない連結部材が挿通されて締結されており、圧電駆動
体１３ａ，１３ｂの上端部と上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの上端部とが接続している。す
なわち、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕの上端部と上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの上
端部とが接続している。
【００４２】
　この上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端部にある貫通孔１４ｈｄ，１４ｈｄには図示し
ない連結部材が挿通されて、上側質量体１２Ａの前側と後側とにねじ込まれており、上側
増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端部と上側質量体１２Ａとが搬送方向の前後位置で接続され
ている。このため、基準質量体１１と上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと上側増幅ばね
１４ａ，１４ｂと上側質量体１２Ａとが順次接続されている。
【００４３】
　同様に、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの下端部にある貫通孔１３ｈｄ，１３ｈｄ，１３ｈ
ｄと、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの下端部にある貫通孔１５ｈｄ，１５ｈｄ，１５ｈｄ
とに図示しない連結部材が挿通されて締結されており、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの下端
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部と下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの下端部とが接続している。すなわち、下側圧電駆動部
１３ａｄ，１３ｂｄの下端部と下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの下端部とが接続している。
【００４４】
　この下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部にある貫通孔１５ｈｕ，１５ｈｕには図示し
ない連結部材が挿通されて、下側質量体１２Ｂの前側と後側とにねじ込まれており、下側
増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部と下側質量体１２Ｂとが搬送方向の前後位置で接続され
ている。このため、基準質量体１１と下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄと下側増幅ばね
１５ａ，１５ｂと下側質量体１２Ｂとが順次接続されている。
【００４５】
　この状態において、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂ
、及び、下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂは、それぞれ
搬送方向に積層（配置）されている。上側増幅ばね１４ａ，１４ｂは上側圧電駆動部１３
ａｕ，１３ｂｕ（圧電駆動体１３ａ，１３ｂ）の上端部から圧電駆動体１３ａ，１３ｂの
上下方向中央の近くまで下方へ伸びている。一方、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂは下側圧
電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄ（圧電駆動体１３ａ，１３ｂ）の下端部から圧電駆動体１３
ａ，１３ｂの上下方向中央の近くまで上方へ伸びている。このため、上側増幅ばね１４ａ
，１４ｂの下端部は上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕの上端部より下方に位置し、下側
増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部は下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄの下端部より上方
に位置する。つまり、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと上側質量体１２Ａの接続位置は上側
増幅ばね１４ａ，１４ｂと上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕの接続位置より下方に位置
する。これに対して、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂと下側質量体１２Ｂの接続位置は下側
増幅ばね１５ａ，１５ｂと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄの接続位置より上方に位置
する。これにより、装置全体の高さを低減できる。
【００４６】
　このとき、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとの上下方向の
長さは、それぞれ圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上下方向の長さの半分より短く設定されて
おり、これら上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ、１５ｂとは上下方向に
離れて配置されている。上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと上側増幅ばね１４ａ，１４
ｂが基準質量体１１の上側に配置されており、下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄと下側
増幅ばね１５ａ，１５ｂが基準質量体１１の下側に配置されている。つまり、上側質量体
１２Ａの加振機構と下側質量体１２Ｂの加振機構とが上下に分離している。
【００４７】
　また、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上端部と上下方向中央と下端部とにある貫通孔は、
それぞれ圧電駆動体１３ａ，１３ｂの幅方向中央を対称軸として幅方向に対称に形成され
ている。同様に、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの上端部と下端部とにある貫通孔は、それ
ぞれ上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの幅方向中央を対称軸として幅方向に対称に形成されて
おり、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部と下端部とにある貫通孔は、それぞれ下側増
幅ばね１５ａ，１５ｂの幅方向中央を対象軸として幅方向に対称に形成されている。この
とき、これら圧電駆動体１３ａ，１３ｂと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１
５ａ，１５ｂは、全て板面が前後方向（搬送方向）に向いており、幅方向が搬送方向に直
交する左右方向になっている。このため、基準質量体１１と圧電駆動体１３ａ，１３ｂ、
及び、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕ（圧電駆動体１３ａ，１３ｂ）と上側増幅ばね
１４ａ，１４ｂ、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと上側質量体１２Ａ、下側圧電駆動部１３
ａｄ，１３ｂｄ（圧電駆動体１３ａ，１３ｂ）と下側増幅ばね１５ａ，１５ｂ、下側増幅
ばね１５ａ，１５ｂと下側質量体１２Ｂは、それぞれ搬送方向に直交する左右方向に対称
に接続されている。これにより、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕ（圧電駆動体１３ａ
，１３ｂ）と下側圧電駆動部１３ａｄ，ｂｄ（圧電駆動体１３ａ，１３ｂ）と上側増幅ば
ね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとがそれぞれねじれる方向に振動するこ
とが抑制される。
【００４８】
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　これら上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとの幅長は、それぞ
れ圧電駆動体１３ａ，１３ｂの張り出し部がある部分（圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上端
部と上下方向中央部と下端部）の幅長と同一又は略同一であり、圧電駆動体１３ａ，１３
ｂの張り出し部がない部分の幅長よりも幅広である。上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端
部にある貫通孔１４ｈｄ，１４ｈｄと、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部にある貫通
孔１５ｈｕ，１５ｈｕとは、それぞれ圧電駆動体１３ａ，１３ｂの張り出し部がない部分
の幅方向外側に配置されており、それぞれ圧電駆動体１３ａ，１３ｂと重ならないように
圧電駆動体１３ａ，１３ｂの幅方向外側に露出している。これにより、上側増幅ばね１４
ａ，１４ｂと上側質量体１２Ａ、及び、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂと下側質量体１２Ｂ
は、それぞれ圧電駆動体１３ａ，１３ｂを避けて接続できるようになっている。
【００４９】
　このとき、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端部と、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上下
方向中央の張り出し部と、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部とが、上下方向に互いに
接近している。このため、これら上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端部と、圧電駆動体１
３ａ，１３ｂの上下方向中央の張り出し部と、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとに、上側質
量体１２Ａと基準質量体１１と下側質量体１２Ｂとを、それぞれ接続すると、上側質量体
１２Ａと基準質量体１１と下側質量体１２Ｂとが上下方向に互いに接近した位置に配置さ
れる。これにより、振動式搬送装置１０の高さをさらに低減できる。
【００５０】
　また、圧電駆動体１３ａ，１３ｂと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの間と、圧電駆動体１
３ａ，１３ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの間とには、それぞれ図示しないスペーサが
介挿されている。このため、圧電駆動体１３ａ，１３ｂと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂ、
及び、圧電駆動体１３ａ，１３ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂは、それぞれ前後方向（
搬送方向）に所定間隔を開けて配置される。この状態で圧電駆動体１３ａ，１３ｂを加振
させると、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端部の振動方向と、下側増幅ばね１５ａ，１
５ｂの上端部の振動方向とが、それぞれ前側に向かって斜め上方になる。これにより、搬
送体２０を含む上側質量体１２Ａと下側質量体１２Ｂとは、それぞれ前側に向かって斜め
上方に振動する。この振動は、搬送体２０の搬送路上の搬送物に前側へ移動する推進力を
与える。本実施形態では、圧電駆動体１３ａ，１３ｂと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの間
の間隔と、圧電駆動体１３ａ，１３ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの間の間隔とは、そ
れぞれ０．５ｍｍに設定されている。
【００５１】
　図１に示すように、これら上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂ
との双方は、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの後側に配置されている。言い換えると、搬送方
向の前方位置にある圧電駆動体１３ａは、上側増幅ばね１４ａと下側増幅ばね１５ａの前
側に配置されており、搬送方向の後方位置にある圧電駆動体１３ｂも、上側増幅ばね１４
ｂと下側増幅ばね１５ｂの前側に配置されている。これにより、搬送体２０における搬送
路全体に亘る搬送力を均一化できる。
【００５２】
　また、基台１９の両側面には、図示しないカバー板が取り付けられている。これらカバ
ー板は、基台１９から上方へ伸びており、上側質量体１２Ａの下側部分の側方位置まで達
しており、搬送体２０はカバー板の上側に露出する。つまり、これらカバー板の内側に上
側質量体１２Ａの下側部分と基準質量体１１と下側質量体１２Ｂとが収容される。
【００５３】
　図６は本実施形態の振動式搬送装置と、従来の振動式搬送装置との共振周波数を対比し
たグラフである。図６に示すように、本実施形態の振動式搬送装置１０の共振周波数は約
４９０Ｈｚであり、その振幅が０．１７ｍｍである。これに対して、従来の振動式搬送装
置の共振周波数は約３８０Ｈｚであり、その振幅が０．４４ｍｍである。これは上側増幅
ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとの上下方向の長さが従来に比べて短
いことに起因する。これにより、本実施形態の振動式搬送装置１０では、従来に比べて、



(12) JP 2017-19628 A 2017.1.26

10

20

30

40

50

高周波、かつ、小さい振幅の振動で搬送物を搬送できる。
【００５４】
　このように構成された振動式搬送装置１０において、圧電駆動体１３ａ，１３ｂを図示
しない制御駆動ユニットにより稼働させると、圧電駆動体１３ａ，１３ｂは相互に同位相
で搬送方向の前後で撓み変形して振動を発生する。この振動は、圧電駆動体１３ａ，１３
ｂの上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕから上側増幅ばね１４ａ，１４ｂを経由して上側
質量体１２Ａに伝達されるとともに、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの下側圧電駆動部１３ａ
ｄ，１３ｂｄから下側増幅ばね１５ａ，１５ｂを経由して下側増幅ばね１２Ｂに伝達され
る。
【００５５】
　このとき、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上端部、つまり、上側圧電駆動部１３ａｕ，１
３ｂｕの上端部は圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上下方向中央を中心としてほぼ円弧状に振
動し、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂの下端部は上記円弧状より大きな曲率半径の円弧状に
振動する。同様に、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの下端部、つまり、下側圧電駆動部１３ａ
ｄ，１３ｂｄの下端部は圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上下方向中央を中心としてほぼ円弧
状に振動し、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部は上記円弧状より大きな曲率半径の円
弧状に振動する。上記振動により、基準質量体１１と、上側質量体１２Ａ及び下側質量体
１２Ｂとは、相互に搬送方向に逆位相で振動し、上側質量体１２Ａと下側質量体１２Ｂと
は相互に搬送方向に同位相で振動する。
【００５６】
　本実施形態においては、圧電駆動体１３ａ，１３ｂと上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂ
ｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１
５ａ，１５ｂとは全て搬送方向に撓み変形可能に構成されており、基準質量体１１と圧電
駆動体１３ａ，１３ｂ、及び、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと上側増幅ばね１４ａ
，１４ｂ、上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと上側質量体１２Ａ、下側圧電駆動部１３ａｄ，
１３ｂｄと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂ、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂと下側質量体１２
Ｂは、それぞれ搬送方向に直交する左右方向に対称に接続されているので、圧電駆動体１
３ａ，１３ｂと上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄ
と上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとがそれぞれねじれる方向
に振動することを抑制できる。これにより、装置全体の首振りを防止でき、搬送路全体に
亘って搬送速度を均一にできるとともに、振動による搬送物の搬送姿勢の乱れも低減でき
る。
【００５７】
　この実施形態においては、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと上側増幅ばね１４ａ，
１４ｂと上側質量体１２Ａが基準質量体１１の上側に配置されており、下側圧電駆動部１
３ａｄ，１３ｂｄと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂと下側質量体１２Ｂが基準質量体１１の
下側に配置されており、上側質量体１２Ａの加振機構と下側質量体１２Ｂの加振機構とが
上下に分離されるので、上側質量体１２Ａの振動系に下側質量体１２Ｂの振動が混入した
り、下側質量体１２Ｂの振動系に上側質量体１２Ａの振動が混入したりすることを防止で
き、上側質量体１２Ａの振動系と下側質量体１２Ｂの振動系とのそれぞれの振動の乱れを
低減できる。
【００５８】
　また、基準質量体１１と、上側質量体１２Ａ及び下側質量体１２Ｂとは、相互に搬送方
向に逆位相で振動し、上側質量体１２Ａと下側質量体１２Ｂは相互に搬送方向に同位相で
振動するので、基準質量体１１の反力と、上側質量体１２Ａ及び下側質量体１２Ｂの反力
とが互いに打ち消し合って、互いに相殺又は減殺される。その結果、基準質量体１１から
防振ばね１６ａ，１６ｂを介して基台１９へ伝達される振動を低減できる。
【００５９】
　このとき、上側質量体１２Ａと基準質量体１１と下側質量体１２Ｂとは上下方向に配置
されており、上側質量体１２Ａと基準質量体１１から生じる回転モーメントと、基準質量
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体１１と下側質量体１２Ｂから生じる回転モーメントとが逆向きになるので、これら回転
モーメントが互いに打ち消し合って、互いに相殺又は減殺される。このため、振動式搬送
装置１０のピッチング（搬送方向に対して直交する水平方向の軸線周りの振動）を低減で
き、基準質量体１１から防振ばね１６ａ，１６ｂを介して基台１９へ伝達される上下方向
の振動が低減され、搬送路全体に亘る搬送速度を均一にできるとともに、搬送物の姿勢の
乱れを低減できる。
【００６０】
　尚、上記実施形態の振動式搬送装置１０は、上述の図示例にのみ限定されるものではな
く、本考案の要旨を逸脱しない範囲内において種々変更を加え得ることは勿論である。例
えば、本実施形態の振動式搬送装置１０は搬送体２０が上側質量体１２Ａに設けられてい
るが、下側質量体１２Ｂに設けられていてもよいし、基準質量体１１に設けられていても
よいし、上側質量体１２Ａと下側質量体１２Ｂの双方に設けられていてもよい。搬送体２
０が基準質量体１１に設けられる場合には搬送物は前側から後側へ搬送される。
【００６１】
　なお、本実施形態の振動式搬送装置１０は上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧
電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄが一体形成された圧電駆動体１３ａ，１３ｂを用いているが
、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄが別々の圧電
駆動体であってもよい。この場合、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕに相当する圧電駆
動体と、下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄに相当する圧電駆動体とはそれぞれ基準質量
体１１に接続される。また、本実施形態の振動式搬送装置１０は圧電駆動体１３ａ，１３
ｂが前側と後側（搬送方向の前後位置）にそれぞれ配置されているが、前側（搬送方向の
前位置）のみに配置されていてもよいし、後側（搬送方向の後位置）のみに配置されてい
てもよい。上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと下側圧電駆動部１３ａｄ，ｂｄとが別々
の圧電駆動体である場合には、上側圧電駆動部１３ａｕが前側（搬送方向の前位置）に配
置されて、下側圧電駆動部１３ｂｄが後側（搬送方向の後位置）に配置されていてもよい
し、この反対に、上側圧電駆動部１３ａｄが後側（搬送方向の後位置）に配置されて、下
側圧電駆動部１３ａｄが前側（搬送方向の前位置）に配置されていてもよい。
【００６２】
　また、本実施形態に用いる圧電駆動体１３ａ，１３ｂは、圧電体１３Ｐが圧電駆動体１
３ａ，１３ｂの上下方向中央に配置されているが、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと
下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄとにそれぞれ配置されていてもよい。さらに、本実施
形態に用いる圧電駆動体１３ａ，１３ｂはバイモルフであるが、弾性基板１３Ｓの片面の
みに圧電体１３Ｐが配置されてなるユニモルフでもよいし、その他、公知の種々の圧電駆
動体でもよい。また、上側圧電駆動部１３ａｕ，１３ｂｕと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂ
、及び、下側圧電駆動部１３ａｄ，１３ｂｄは、それぞれ別体に構成されているが、搬送
方向に対して直交する側方から見てＵ字状に一体形成されていてもよい。さらに、圧電駆
動体１３ａ，１３ｂと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ，１５ｂとは別
体に構成されているが、一体形成されていてもよい。
【００６３】
　なお、圧電駆動体１３ａ，１３ｂと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね１５ａ
，１５ｂとには、それぞれ貫通孔が形成されているが、貫通孔の内周にねじ山が形成され
ていてもよい。圧電駆動体１３ａ，１３ｂと上側増幅ばね１４ａ，１４ｂと下側増幅ばね
１５ａ，１５ｂとのそれぞれの貫通孔は平面視円形の丸孔であるが、平面視四角形や五角
形や六角形や八角形の角孔でもよいし、平面視楕円形でもよいし、長孔でもよい。
【００６４】
　さらに、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上端部と下端部、及び、上側増幅ばね１４ａ，１
４ｂの上端部、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの下端部には、それぞれ貫通孔が３つ形成さ
れているが、幅方向中央を対称軸として幅方向に対称に形成されていればよく、貫通孔の
数は特に限定されず、それぞれ貫通孔が１つ形成されていてもよいし、２つ形成されてい
てもよいし、４つ形成されていてもよいし、５つ形成されていてもよいし、６つ形成され
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ていてもよい。同様に、圧電駆動体１３ａ，１３ｂの上下方向中央と、上側増幅ばね１４
ａ，１４ｂの下端部と、下側増幅ばね１５ａ，１５ｂの上端部とには、それぞれ幅方向両
側に貫通孔が１つずつ形成されているが、幅方向中央を対称軸として幅方向に対称に形成
されていればよく、貫通孔の数は特に限定されず、それぞれ幅方向両側に貫通孔が２つず
つ形成されていてもよいし、３つずつ形成されていてもよい。
【符号の説明】
【００６５】
　１０…振動式搬送装置、１，１１…基準質量体、１１ｘ…膨張部、１１ａ，１１ｂ…連
結部、２Ａ，１２Ａ…上側質量体、２Ｂ，１２Ｂ…下側質量体、３ａ，１３ａ，１３ｂ…
圧電駆動体、１３Ｓ…弾性基板、１３Ｐ…圧電体、１３ｈｃ，１３ｈｕ，１３ｈｄ，１４
ｈｕ，１４ｈｄ，１５ｈｕ，１５ｈｄ…貫通孔、３ａｕ，１３ａｕ，１３ｂｕ…上側圧電
駆動部、３ａｄ，１３ａｄ，１３ｂｄ…下側圧電駆動部、４ａ，１４ａ，１４ｂ…上側増
幅ばね、１４ａｓ，１４ｂｓ，１５ａｓ，１５ｂｓ…凹部、５ａ，１５ａ，１５ｂ…下側
増幅ばね、１６ａ，１６ｂ…防振ばね、１７ａ，１７ｂ…スペーサ、１９…基台、２０…
搬送体、Ｕ，Ｄ，Ｆ，Ｂ，Ｐ…矢印。
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